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特許評価とは

対象特許が有する技術内容・レベル、事業性の

評価、及びそれに基づいた経済的価値の評価で

あり、下記の２つに大別される。

特許評価

特許価値評価

特許価額（経済的価値）評価
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（１）特許評価の意義

●特許評価を通じて、「良い特許とは？」が理解できるようになり、優れた特許の創

造につながる

●特許検索から出発して、権利要素、技術要素、市場要素すべてを調査・分析・評

価することによって、いわゆる「目利き能力」の向上が図れる

（２）特許評価の目的

技術の移転・流通：ライセンシングの容易化

担保、出融資、証券化：金融支援の円滑化

Ｍ＆Ａ

技術、事業の審査・格付け

係争に係わる鑑定

保有する特許の棚卸し、評価

特許の不良資産、優良資産の選別化

技術・商品開発戦略への活用 ･･････等

特許評価の意義・目的
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理論的には数多く開発・紹介されているが、実務上応
用することが難しい。

将来における「不確定性（リスク）」の予測が困難。

評価要素としてのデータ、パラメーターの把握が困難。
あるいは把握可能であっても膨大な労力と時間を要する｡

定性的評価と定量的評価とのマッチングが難しい。

難しいといわれる特許評価

ワンストップでの対応が困難

－特に特許価額評価について－
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フレキシビリティー
評価の目的及び評価時期を明確に把握し、それに適応した評価手法

を適宜組み合わせる。

客観性、論理性、公平性の維持

評価者によるバラツキの抑制

特許評価のあり方

時間、コスト

評
価
精
度

精
査
評
価

簡
易
評
価

時期

評
価
精
度

出願 公開 登録 実施等

＜目的に対応した評価＞ ＜評価時期に対応した評価＞

（
仮
説
、
検
証
の
繰
り
返
し
）
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特許評価の要件

＜特許価額評価＞＜特許価値評価＞

（１）第１ステップ：特許権自体
の評価（権利固有評価）

権利化状況、権利の存続期間 等

（２）第２ステップ：技術内容に
対する評価

技術レベル、代替技術との技術的
優位性 等

（３）第３ステップ：市場性・
事業性に対する評価

事業への寄与度、事業規模 等

（４）第４ステップ：経済的価値、価額に
対する評価

第１ステップから第３ステップの「特許価値評
価」を踏まえて、主として下記の方法で評価
する。

①コストアプローチ法（原価法）

研究開発あるいは特許を生み出すために費
やされたコストを価値と見なす方法

②マーケットアプローチ法（取引事例比較法）

実際の市場において比較可能な類似の資産
（特許）があり、その市場価格と比較して推定
する方法

③インカムアプローチ法

当該特許が将来生み出すであろうリターン・
キャッシュフローを推定し、技術的・経済的耐
用年数や割引率に基づいて現在価値を求め、
それを当該特許権の価値とする方法
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キャッシュフローをベースとした経済的価値評価（１）

当該特許権が今後n年間にわたって創出すると予想されるキャッシュフロー（CF）を現在価

値に換算し評価する方法で、下記の式で表すことができる。前述のインカムアプローチ（収

益還元法）に基づくものであり、現在価値の算出にはDCF法（Discounted Cash Flow）を適用

している。ただし、実際的には、特にベンチャー企業や新規事業に関連する場合、長期にわ

たって将来のキャッシュフローを把握・推定するのが難しいケースが多い。

現在価値＝Σ｛CFn／（１＋i ）n｝
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キャッシュフローをベースとした経済的価値評価（２）

ここで、

・CF＝キャッシュフロー（百万円）

データとして把握可能ならば、フリーキャッシュフロー［ＦＣＦ：営業利益×（１

－税率）＋減価償却費―投資±運転資本の変化］とすることが望ましい

・n＝期間

当該技術・特許等の存続期間・経済的耐用年数や減衰性（権利の安定性、技術

の停滞・陳腐化）等も考慮に入れて、十分検討する必要がある

・ i ＝割引率（％）

割引率を構成する主要素としては、金利及びリスク等がある。リスクとは、別

のいい方をすれば"不確実性"であり、企業の努力によって回避できるものと、

マーケットリスクのように外部環境に支配され、企業努力のみでは回避が難しい

ものとがある。実務的には当該技術・特許等の特性を考慮しながら、ある推定

数値（例えば10％等）を適用する場合がある。
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実施料率をベースとした経済的価値評価

この方式は、当該市場における類似業界及び類似技術・特許の実施料率を適用するとい

う意味では、前述の取引事例比較法に準拠するものといえる。技術導入契約等の実施許諾

契約において採用される実施料率を適用するもので、各種データの統計処理により数値間

の比較が容易であるという特徴を有し、説得性もある。ただし，この評価方式は、当該特許

が市場において取引の対象となり得るだけの価値を有していることが前提となる。例えば、

データとして売上高が所与のものとして与えられた場合、下記の式で表すことができる。

現在価値＝Σ｛（Ｓｎ×r）×１／（１＋ i ）ｎ｝

ここで、

・Ｓn＝各年度売上高（百万円）

・n＝期間

・r＝実施料率（％）

発明協会研究所編「実施料率」には、各技術分野（31分野）別実施料率デー

タがイニシャルペイメント有り、イニシャルペイメント無し別に示されており、

有効に活用できる。

・ i ＝割引率（％）
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特許庁方式による経済的価値評価

国等の公的機関の研究から派生する国有特許等を、民間が実施する場合に適

用するために公表された実施料算定方法を応用して評価する方法である。その

意味では、前記「実施料率をベースとした価値評価」に類似している。実務上では

分かり易く使い易いものであり、下記の式で表すことができる。

特許権の価値＝基本額×実施料率（基準率×利用率×増減率×開拓率）

通常、上記の結果を現在価値に換算して経済的価値とする。

基本額の設定には、販売価格、販売数量、生産数量、及び利益金額等のパラ

メーターが使用されている。その他各要素の定義については詳細にわたるためこ

こでは省略する。詳しくは、発明協会研究所編「実施料率」を参照されたい。
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特許評価の視点：有効特許とは

●特許出願・取得の目的：「活用」 自己実施（含起業）
ライセンシング
譲渡

シーズ ニーズ
特許 ウォンツ

市場

●特許が有する力 武器性（攻撃、防御）

財産性（ライセンス、交換、譲渡、担保、資本財等）

活用

シードに実を

結ばせる

●有効な特許とは: 市場において活用可能な特許
活用不可能な特許は「金喰い虫」、「不良債権」



スライド12

（１）当該対象特許によって具現化された商品・サービスについて

①関連市場の規模

②前記関連市場における商品・サービスの事業規模

③商品・サービスに対する特許の寄与度

（２）対象商品・サービスのライフサイクル（ＰＬＣ）

代替商品・サービスの出現、新規参入者の増大等

（３）対象技術・特許のライフサイクル（ＴＬＣ）

代替技術の出現、技術の陳腐化

特許の価値評価における留意点
特に経済的価値評価において
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特許の評価主要素

市場規模

事業規模

特許の寄与度

評価のアプローチ方向
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技術・特許評価のために必要な情報

３．市場調査

企業内部諸情報

インターネット情報

業界情報、銀行・研究所情報

白書類、調査・統計類

市場規模及び利益率推定表：特許庁「特許評価指標」

（技術移転版）に添付

有料情報 ・・・・・・等

４．価額評価に必要な情報

財務諸表（Ｂ／Ｓ、Ｐ／Ｌ）

有価証券報告書

中・長期経営計画

管理会計用データ ･･････等

情 報

一次情報

特定目的に沿って特別に収集するデータ

二次情報

既に収集されているデータで、外部データと内部データとがある。

１．特許の検索、調査
特許庁電子図書館（ＩＰＤＬ）

ｅｓｐ＠ｃｅｎｅｔ ｎｅｔｗｏｒｋ ：http//gb.espacenet.com

パトリス ･･････等

２．技術調査
特許

文献類

特許庁「技術分野別特許マップ」 ･･････等

論文・文献類

・大学、ＴＬＯ、企業等の技術情報誌、ホームページ

・Ｇ－ｓｅａｒｃｈ等 情報データベースサービス

･･････等

●特許庁ホームページ

資料室

特許流通支援チャート特許流通促進事業

技術分野別特許マップ
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技術分野別特許マップ
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特許流通支援チャート
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特許流通促進事業

• .. ..¥..¥Desktop¥特許流通促進
事
業.bmp¥..¥D. ..¥..¥Desktop¥特
許流通促進事
業.bmp.¥..¥Desktop¥特許流通
促進事業.bmp..¥..¥Desktop¥特
許流通促進事
業.bmp..¥..¥Desktop¥特許流通
促進事業.bmp..¥..¥Desktop¥特
許流通促進事
業.bmp..¥..¥Desktop¥特許流通
促進事業.bmp..¥..¥Desktop¥特
許流通促進事
業.bmpesktop¥特許流通促進
事業.bmp
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特許庁ホームページ：概要
ホーム ｜ ご意見・ご要望 ｜ リンク ｜ サイトマップ ｜ 文字サイズ　小｜中｜大

〒100-8915 東京都千代田区霞が関三丁目４番３号
電話番号03-3581-1101(代表) ｜ 案内図 　　　　　　　　　　　　　検索

出願受付 国際出願 IT施策・出願関連 公報関連情報 サポートデスク

特許行政サービス一覧

手続きが分からない
時は？

料金が安くなる？
無料で先行技術が調査でき
る？

メインコンテンツ
審査を早くするに
は？

審判を早くするに
は？

手続料金自動計算システム

特許庁の紹介
審査請求料の半額
を返還請求するに
は？

出願書類等の様
式はこちら

新着情報メールマガジン

採用情報
施策情報

国際動向 トピックス
広報
法律・条約 更新情報
審議会・会議
プレスリリース
調達情報・公募情報
意見提出手続
弁理士試験
統計
印刷物
知的財産権イベントカレンダー

中小企業・個人向け支援情報
学校・大学向け支援情報
企業の知財戦略に役立つ情報
地域別の支援情報

知的財産権リンク集

ホーム ｜ e-Gov ｜ プライバシーポリシー ｜ このサイトについて ｜ 情報公開 ｜ ご意見・ご要望 ｜ 用語解説 ｜ リンク ｜ サイトマップ
（独）工業所有権情報・研修館
Copyright © Japan Patent office and INPIT. All Rights Reserved.

検索
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ＩＰＤＬ特許電子図書館
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特許・実用新案検索
  以下のサービスが利用可能です。希望するサービスをクリックして下さい。   

 特許・実用新案公報 DB   
 

  文献番号から特許・実用新案の各種公報を検索できます。また、PDF 表示をすることもできます。 

 

 
特許・実用新案文献番号索引照会  

 

  各種番号から特許・実用新案の各種公報を検索することができます。 

 公報テキスト検索  
  書誌的事項・要約・請求の範囲のキーワード、分類（ＦＩ･ＩＰＣ）等から特許・実用新案の公報を検索できます。 

 公開特許公報フロントページ検索 
 

 キーワードまたは文献番号から公開特許公報のフロントページ（書誌的事項・要約・代表図面）を検索できます。

 特許分類検索  

  特許庁内で利用しているＦＩ・Ｆタームやファセット、ＩＰＣを用いて特許・実用新案の各種公報を検索できます。 

 パテントマップガイダンス（ＰＭＧＳ）  
 

  キーワードを用いてＦＩ・Ｆターム、ＩＰＣの説明を参照できます。 

 パテントマップガイダンス（旧）  

 平成１２年１０月以前のＦＩ・Ｆターム、ＩＰＣの説明を参照できます。 

 
PAJ 検索（英語表示）  

  キーワードまたは文献番号から公開特許英文抄録（PAJ: Patent Abstracts of Japan）を検索できます。 

 FI／F ターム検索（英語表示） 
 

 特許庁内で利用しているＦＩ／Ｆタームやファセットを用いて特許・実用新案の各種公報を検索できます。 

 外国公報ＤＢ  

  各国の特許文献を、文献番号から参照できます。また、PDF 表示をすることもできます。 

 審査書類情報照会  
  ２００３年（平成１５年）７月以降の審査に関する書類等が文献番号から参照できます。 

 コンピュータソフトウェアデータベース（ＣＳＤＢ）検索 
 

 発行日・ＣＳターム・フリーワード・書籍タイトル等からＣＳＤＢを検索し、文献を参照することができます。 

   

 特許電子図書館についてのご質問またはコメントはこちらへ  

 ＩＰＤＬヘルプデスク TEL：03-5690-3500 ：helpdesk@ipdl.inpit.go.jp   
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海外特許の活用

欧州特許庁esp@cenet ーホームページ

クイックサーチ ホーム | コンタクト

・キーワード検索 又は個人名や法人名（機関、会社など）の検索索

高度の検索

・入カ画面検索 番号検索

番号検索

・公報番号、出願番号または優先権主張番号による検索 分類検索

分類検索

・走査検索または欧州特許庁の分類システム検索

esp@cenet - NEWS
esp@cenetユーザーの皆様、さらに以下の機能を追加いたします。

・e・ 被引用の表示（Forward citations）：現在閲覧している文献を引用している文献の一覧を表示

します。
・文献の“詳細”および“請求”タブに、EPO翻訳データへのリンクを開設します。このリンクにて、英

語文献についてはフランス語訳、ドイツ語訳、スペイン語訳を、フランス語、ドイツ語、スペイン語

文献については英語訳をご覧いただけます。

・検索結果表にて、一画面に表示する文献数を現在の１０～１５件から２０～３０件に増加します。

・EP文献からRegister Plusへの直接リンクを開設します。ただしEuro-PCT文献については後日の

対応となります。

・検索結果表示にて、一画面内。
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http://ep.espacenet.com



スライド23

参考：経済産業省発行の各種産業別統計資料

最新の情報 ：

http://www.meti.go.jp/intro/aboutmeti/

※の刊行物はＣＤ－ＲＯＭ及び磁気テープ等
でも販売されています。

※※は分冊で発行されます（各々発行所、刊
行時期が異なります）。

タイトル 刊行時期 担当課
鉱工業指数年報 毎年６月 経済解析室
地域別鉱工業指数年報 毎年１１月 経済解析室
工業統計表※※
　概要版
　産業編※
　品目編※
　用地・用水編※
　市区町村編※
　工業地区編※
　企業統計編※
　産業細分類別統計表
　我が国の工業（全数調査年）

翌々年１～１０月 産業統計室

工業統計詳細情報※ 翌々年６月 産業統計室
商業統計表※※
　商業統計速報
　産業編（総括表）※
　産業編（都道府県表）※
　産業編（市区町村表）※
　品目編※
　業態別統計編※
　流通経路別統計編※
　立地環境特性別統計編※
　我が国の商業

翌年４月～翌々年２月 産業統計室

特定サービス産業実態調査報告書
   （業種毎分冊）

翌年１１月 産業統計室

石油等消費構造統計表 翌々年３月 産業統計室
本邦鉱業の趨勢 翌年９月 産業統計室
鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
化学工業統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
窯業・建材統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
機械統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
繊維・生活用品統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
紙・パルプ・プラスチック・ゴム製品統計年報※ 毎年６月 鉱工業動態統計室
資源・エネルギー統計年報※ 毎年７月 鉱工業動態統計室
石油等消費動態統計年報 毎年７月 鉱工業動態統計室
商業販売統計年報 毎年６月 産業統計室
企業活動基本調査報告書
　総合統計表
　事業多角化等統計表
　子会社等統計表

翌年１１月 企業統計室

我が国企業の海外事業活動 翌々年３月 企業統計室
外資系企業の動向（磁気媒体による刊行物） 翌々年３月 企業統計室
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資料： ダイヤモンド社『マーケティング実践講座』から作成

あらかじめ仮説を持った上で調査を実施し、分析によって検証、
仮説を修正する

マーケティング
戦略の策定

マーケティング戦術の策定
（アクションプランへの落とし込み）

実行／
管理

仮説づくり

調査計画
の樹立・
調査内容
の決定

調査対象／調査方法／
調査項目の決定

データ
収集

データ
分析

・定量分析
・定性分析

ファクトをもとに
分析することが重要！

仮説の検証・
修正

マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
サ
ー
チ

調査目的の
明確化と
状況分析

調査方法
（１）アンケート調査：インターネット、郵送等
（２）ヒアリング調査：訪問面接、電話等
（３）インタビュー調査：パーソナルインタビュー、グループインタビュー等
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プロダクトライフサイクル（ PLC ）分析

製品が生産されてから廃棄されるまでを、人間の一生に例えて指標化したもので、『導入期』『成長期』『成熟期』『衰退期』の４つに
分かれる。
０．『開発期』：製品を開発している期間。製品が市場に投入されていないため売上げは無く、開発費用により利益がマイナスとなる。
１．『導入期』：製品が開発され市場に導入されるまでの時期。市場に浸透していないため、製品の知名度，売上共に低く、利益は期

待できない。
２．『成長期』：製品が市場に浸透し始めてから完全に浸透するまでの時期。売上高も右肩上がるため、生産量の増大に伴いコスト

の削減も期待できる。しかし、競合他社が追随し、次々と市場に参入してくるため、それらとの差別化が必要になる。
３．『成熟期』：製品が市場に完全に浸透し、需要が飽和した時期。需要が飽和しているため差別化が難しくなり、プロモーション活動

以外にも、パッケージや製品のデザインなど様々な面での差別化が必要になる。
４．『衰退期』：製品のニーズがなくなり、売上高も利益も下降をたどる時期。一般的には製品が時代のニーズに合わなくなることに

起因しているため、差別化を行なっても効果はない。撤退（廃棄）や新製品導入のタイミングを見計らうことが重要となる。

売上高

時間２．２．『『成長期成長期』』 ３．３．『『成熟期成熟期』』 ４．４．『『衰退期衰退期』』１．１．『『導入期導入期』』

製品は誕生から衰退までの流れを持ち、それぞれの段階で取るべき戦略は変わる

０．０．『『開発期開発期』』

売上

再生

撤退
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さまざまな製品ライフサイクル

出所：ダイヤモンド社 『ＭＢＡマーケティング』

スタイル

流行のスタイルが出るごとに市場が活況を呈する

ファッション

おだやかに成長し、おだやかに衰退する

ファド（ブーム）

急激に成長し、急激に衰退する

遅咲き型

何かのきっかけでブレイクする

持続型

いわゆるロングセラー
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出所：ジェフリー･ムーア著 『キャズム』 翔泳社

･キャズムとは：Chasm（深い割れ目）。ニッチ市場をターゲットとすること等によるキャズム超が必要。そこ

から関連する新たなニッチ市場を生み出し、さらには大量販売市場に採用されてゆく。
・キャズムの例：ジャイロバランス式電動スクーター、水素燃料電池等
・キャズムを超えた例：犯罪捜査における）DNA鑑定、（運輸・物流産業における）RFIDタグ等

キャズム理論
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評価に必要な論理的思考、問題解決へのアプローチ法

○演繹法と帰納法による論理展開：それぞれの長所を生かした論理展開が必要
・演繹法：一般的原理から論理的推論により結論として個々の事象を導く方法

二つの情報を関連付けてそこから結論を必然的に導き出す三段論法的思考方法
「人間はいつかは死ぬ。」→「ソクラテスは人間である。」→「したがって、ソクラテス
はいつかは死ぬ。」

・帰納法：個々の事象から事象間の本質的な因果関係を推論し、結論として一般的
原理を導く統計論的方法
「人間Aは死んだ。人間Bも死んだ。人間Cも死んだ。」→「人間だから死んだ。」→

「人間はいつかは死ぬ。」

○仮説の設定：評価コストの低減、評価精度の向上のために
仮説の設定→調査・分析→検証

○問題解決のための因果関係の把握・分析
・「５なぜ」の展開
・「MECE」（漏れなくダブりなく）的展開による分析精度の向上
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コメントの書き方

○感想文的表現はNG
○表現において、「・・・と思われる」、‘may be’はNG。評価が難しい場合でも、「・・・と推論する」or

「・・・と判断する」とする。
○copy & paste：特に特許評価の明細書引用等に見受けられる。単なる引用ではなく、それに対

する見解・評価が入ればOK。
○文章構成上の留意事項

ピラミッド型に構造化された文章構成とすること。『MBAクリティカル・シンキング』（ダイヤモンド社：株式会社グロービ
著）１５２頁参照。
・箇条書きのみの表現はNG。項目間の論理的なつながりが薄れやすくなるため。先に論理的なつ

ながりを示す文章（接続詞や助詞等をうまく使う）があって、それを受けて簡潔に箇条書きする場合はOK。演繹的、帰
納的見地からの論理構造チェックも行う。

・箇条書きについても、項目羅列型ではなく、各項目をピラミッド型に構造化し、あるいは類型化する。

例） A企業のB事業については、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（１）・事業優位性

・・・・・・・
①・・・・・・・

（２）事業遂行力
・・・・・・・
①・・・・・・・

（３）その他特定項目
・・・・・・・・
①・・・・・・・
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過去の成功体験が
強く、環境の変化
に気づかない 50 100％

仮説も持たずに
やみくもな情報収集

費やす時間／
エネルギー

時間をかけてもムダ

“判断”に必要なレベル

６０

勘に頼る
誤った判断（KKD）

50

100
％

４０

必要なのは右か左かの方向性…６割レベルの情報量での判断

判断に必要な
情報／知識

４０－６０のルール
ーK：経験、K：勘、D：度胸のみではNGー

資料：ダイヤモンド社 『MBAマーケティング』から作成
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評価結果の分布

最初にスクリーニング等一次評価を行わな
かった場合には次図のような正規分布をする。
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μμ－σμ－2σμ－3σ μ＋σ μ＋2σ μ＋3σ

μ－σ から μ＋σ の面積 約６８．３％

μ－２σ から μ＋２σ の面積 約９５．４％

μ－３σ から μ＋３σ の面積 約９９．７％

正規分布図



スライド33

特許の評価実績例

株式会社ベンチャーラボが過去に行ったＡ総研保有特許の価値
評価結果を下記する。なお、経済的価値評価は含んでいない。

評価結果

ランク 得点（合計点） 件数

Ａ ８０点以上 １

Ｂ ７０～７９点 １９

Ｃ ５０～６９点 １３８

Ｄ ３５～４９点 ２１

Ｅ ３４点以下 １

Ｃランク:５０点台３７件、６０点台１０１件

1

19

138

21

1
0

20

40

60

80

100

120

140

８０点以上 ７０～７９点 ５０～６９点 ３５～４９点 ３４点以下

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

件数
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ワンストップでの対応

「特許評価の要件」における、第１ステップから第４ステップま

での全段階に関し、ワンストップでの対応を可能とすること。

特許評価のあるべき姿

豊富なスタッフ陣によるチーム編成

知的財産における専門家、技術における専門家、マーケ

ティングにおける専門家等から成るスタッフ陣のラインアップ

とカバレッジをベースに、目的に応じて適宜チームを編成し対

応する。例えば、自企業保有特許の価値、価額を精度高く評

価する場合、知財部門を中心として、技術部門、販売部門、

経理部門の連携が必要。



スライド35

以下の評価要素は、単に登録後の

評価のための要素と考えるのでは

なく、特許出願時の選別、ウェイト

付けの要素と考える。それが特許

の不良資産化を減少させる手段と

もなる。
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特許庁版
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特許簡易評価シート 例１
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ラ
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特許簡易評価シート 例２
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特許評価の実習共通課題（ケーススタディー）

例題：特許第３０１５８７４号の特許評価

（簡易シート例を用いて実施）
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Ｎｏ． 項 目 内 容

Ａ－１ 発明の名称 液化ガス充填システム及び液化ガス充填車

Ａ－２
特許

出願番号

特許 第３０１５８７４

特願平９－３６３２５８

Ａ－３
出願日

存続期間

平成９年１２月１６日

年 ヶ月（平成 年 月 日現在）

Ａ－４ 出願人

Ａ－５ 発明者

Ａ－６ 作成日 平成 年 月 日

Ａ－７ 評価者

実習共通課題
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具体的調査内容

（１）当該特許の検索：特許電子図書館（ＩＰＤＬ）の活用

（２）他社特許の調査：特許電子図書館（ＩＰＤＬ）等の活用

（３）市場性・事業規模調査
・ ＬＰＧの需要推移

・ 小口ユーザーのＬＰＧ需要見通し

・ バルクローリーの全国保有台数推移

・ 小口ユーザー向けバルクローリー

の製造見直し

当該特許対象製品の年度別予測売上高
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参考文献

・『特許電子図書館検索マニュアル』
（独立行政法人工業所有権情報・研修館）

・『特許流通支援チャート、パテントマップ活用ガイドブック』

（独立行政法人工業所有権情報・研修館）

・『パテントマップの戦略的活用術』

（技術情報協会）

・須藤実和著 『マーケティング実践講座』

（ダイヤモンド社）

・株式会社グロービス著 『MBAマーケティング』

（ダイヤモンド社：）
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